
様式第五十の二（第４８条第６項関係）

認定事業適応計画の実施状況の概要の公表

（令和４年度）

１．認定をした年月日：令和４年７月 29 日 

２．申請者の名称及び代表者の氏名：大黒天物産株式会社 代表取締役 大賀昭司

３．申請者の住所：岡山県倉敷市西中新田 297 番地１ 

 ４．認定事業適応計画の実施状況 

（１）事業適応計画に係る事業の目標の達成状況

本計画では、当社２拠点目となる関西ＲМセンター(所在地:京都府木津川市）を設け、より

一層の生産性向上と、環境負担の低減を図ることで付加価値の創出と環境への負荷低減を推進

することを目標とするものである。計画初年度である令和４年度においては、同センターを令

和４年８月に操業を開始し、店舗への商品供給を開始した。また、同センターの稼働に合わせ

て、当社グループの新規出店として 20店舗を出店した。  

（２）生産性を相当程度向上させること又はその生産し、若しくは販売する商品若しくは提供す

る役務に係る新たな需要を相当程度開拓することを示す目標の達成状況 

計画初年度である令和４年の経常利益は計画比 56%となったが、付加価値額では計画比 96%、

CO2 排出量では計画比 81%となった。結果として目標とする炭素生産性割合は基準年度に比べ

1.4%増加(計画値 14.9%減少)となった。  

（３）財務内容の健全性の向上を示す目標の達成状況 

財務内容の健全性の向上指標については、令和４年度は有利子負債／CFが 1.9倍となり、経

常収支比率が 105.6％となった。 

（４）実施した事業適応計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容 

京都銀行を主幹事とする計５行からのシンジケートローン 50億円と自己資金により、令和４

年度において設備投資 142億円(内本認定申請額 29億円)による資産を取得し令和４年８月より

稼働を開始した。また、同センターの稼働に合わせて、新規出店を加速させる計画に基づき、令

和４年度の当社グループの新規出店は 20店舗を出店した。これにより、売上高は対前年比 108%

となった。  

また、投資した資産のうち認定申請額 29億円の製造設備について CN投資促進税制の適用(税

額控除 10%)を受けた。これにより、247百万円の減税効果があった。 


